
大学共同利用機関法人自然科学研究機構における環境配慮の促進に関する規程 

 

平成１８年２月２７日 

自機規程第 ６０ 号 

 

（目的） 

第１条 この規程は，大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「機構」という。）の業

務における環境保全活動を促進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において，環境マネジメントシステム（以下「ＥＭＳ」という。）とは，機

構の業務が与える環境の負荷を低減することを目的として，機構の環境配慮に関する基本

的な方針（以下「環境配慮の方針」という。）を定め，それに基づく環境目的及び目標を掲

げ，それを実施し，結果の確認及び分析を行い，必要な是正措置を加えて，継続的に改善

を図る仕組みをいう。 

（基本方針） 

第３条 環境配慮の方針は，次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 温室効果ガスその他の環境負荷の低減に関する事項 

二 資源の消費量の削減を含むリデュース，リユース，リサイクルの取組の推進に関する

事項 

三 受注業者等に対する環境保全活動の実践の働き掛けに関する事項 

四 グリーン調達の推進に関する事項 

五 環境配慮に関する情報の公開に関する事項 

六 その他環境保全活動の促進に関する事項 

（環境配慮組織） 

第４条 機構は，環境保全活動を促進するため，次の各号に掲げる者で構成する環境配慮に

関する組織を設置する。 

一 最高環境責任者 

二 総括環境責任者 

三 環境責任者 

（最高環境責任者） 

第５条 最高環境責任者は，ＥＭＳを総合的かつ体系的に推進する。 

２ 最高環境責任者は，機構長をもって充てる。 

３ 最高環境責任者は，次の業務を行う。 

一 環境配慮の方針の策定 



二 ＥＭＳ全体の評価及び見直し 

三 ＥＭＳの確立，実施，維持及び管理 

四 環境に関する目的及び目標の策定 

五 環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関す

る法律（平成１６年法律第７７号）第９条第１項に定める環境報告書（以下「環境報告

書」という。）の承認 

六 その他ＥＭＳに関する重要事項の決定 

（総括環境責任者) 

第６条 総括環境責任者は，最高環境責任者が指名する理事又は副機構長をもって充てる。 

２ 総括環境責任者は，次の業務を行う。 

一 環境配慮の方針の立案 

二 環境に関する目的及び目標の立案 

三 ＥＭＳの確立，実施，維持及び管理 

四 その他最高環境責任者が行うＥＭＳに係る業務の補佐 

（環境責任者） 

第７条 環境責任者は，各機関の長（岡崎３機関にあっては３所長の互選による代表者）及

び事務局長をもって充てる。 

２ 環境責任者は，それぞれ各機関及び事務局に関する次の業務を行う。 

一 環境配慮に関する体制の整備 

二 ＥＭＳの確立，実施，維持及び管理 

三 環境関連事故及び緊急事態についての最高環境責任者及び総括環境責任者への報告 

四 職員に対する環境配慮の促進に資する研修の実施 

五 その他ＥＭＳに関する事項の策定 

（指示） 

第８条 最高環境責任者は，関係法令を遵守し，機構のＥＭＳを円滑に実施する上で必要が

あると認めるときは，環境責任者へ指示を行うものとする。 

（報告） 

第９条 職員は，環境に関する法令若しくはこの規程に違反する事実又は違反のおそれがあ

ることを知ったときは，その旨を総括環境責任者又は環境責任者に速やかに報告しなけれ

ばならない。 

２ 総括環境責任者又は環境責任者は，前項に定める報告を受けた場合は，その事実の有無

を調査し，違反が判明した場合には，最高環境責任者にその旨を報告するものとする。 

３ 最高環境責任者は，前項の報告を受けたときは，関係行政機関への報告を含め必要な措

置を講ずるものとする。 



（環境報告書の作成，公表等） 

第１０条 機構は，環境報告書を事業年度ごとに作成し，公表するものとする。 

２ 機構は，環境報告書の評価及び見直しを行い，その信頼性を高めるように努めるものと

する。 

（雑則） 

第１１条 この規程に定めるもののほか，環境への配慮の促進に関し必要な事項は，別に定

める。 

附 則 

この規程は，平成１８年２月２７日から施行する。 

 


